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第 2 に、市民、NPO 等の民間非営利活動を国・自治体が支援する場合、第 3 に、国または
自治体が、公的任務を他の主体との協働事務・事業として実施する場合（狭義の協働）、と














してしばしば引用される参加論と NPM 論について整理する。 
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ダイムと呼ばれる 55。パートナーシップ・パラダイムは「第三者政府（ third-party 
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在として非営利セクターが見出されてきた（Weisbrod, B. A., The Voluntary Nonprofit Sector: An 
Economic Analysis, Lexington Books, 1977.）。一方で、この理論では、なぜ公共財を企業ではなく非
営利セクターが供給するのかを説明できていない。そこでハンスマンが提唱したのが契約の失敗理論で
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オ ズ ボ ー ン と マ ク ラ フ リ ン は 、 コ ・ プ ロ ダ ク シ ョ ン ／ コ ー デ ィ ネ ー シ ョ ン
（co-production／coordination）とコ・ガバナンス（co-governance）という 2 つの次元
を基に、イギリスにおける政府とボランタリーセクターとの関係性を 4 つのモードに分類
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後房雄は、NPO セクターに着目し、NPO が公共サービスを担うべきかどうか、NPO が公共
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ービスを担うことで公共サービスがより良くなり NPO も成長するためには、NPO 側と政府
側にそれぞれ何が求められるのか、といった論点について検討している。欧米の知見や日
本における実態調査を基に、政府と NPO セクターの事業委託関係について考察が行われ、
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